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〔研究論文〕

国内多文化チーム　おける
日本人リーダーの認知的志向性の継承モデル

A Model for Supporting the Succession of Japanese Leaders' 
Cognitive Orientation in Multicultural Teams Based in Japan

石　黒　武　人

キーワード：多文化チーム、認知的志向性、継承、背景を読む、魅力的な職場の生成

1．研究の背景および目的
　日本企業による外国人雇用の数が年々増加し、国内企業におけるメンバーの多国籍化が進んで
いる。厚生労働省が発行する「「外国人雇用状況」の届出状況【概要版】 （平成 30 年 10 月末現在）」
によれば、外国人労働者数は 1,460,463 人であり、前年同期比で 181,793 人（14.2％）増加し、過
去最高を更新した。労働者数が多い上位３か国 は、中国 389,117 人 （全体の 26.6％）［前年同期
比 4.5％増］ 、ベトナム 316,840 人 （同 21.7％）［前年同期比 31.9％増］ 、フィリピン 164,006 人 （同 
11.2％）［前年同期比 11.7％増］である。また、増加率が高い上位３か国 は、ベトナム 316,840 人 

［前年同期比 31.9％（76,581 人）増］ 、インドネシア 41,586 人 ［前年同期比 21.7％（7,427 人）増］ 
、ネパール 81,562 人［前年同期比 18.0％（12,451 人）増］である。以上のデータからわかるよう
に、アジア出身者を中心に日本企業の多国籍化が進んでいる。
　さらに、内閣府をはじめとする関係省庁が連携した「外国人材活躍推進プログラム」では、留
学生をはじめとした外国籍の人びとの日本での就職をサポートする施策（e.g., 企業と留学生のマッ
チングの機会の提供）が実施されており（厚生労働省 , 2015）、そうした施策を背景に、今後益々、
国内企業の 1 つの部署に数名の外国籍メンバーが所属するというケースが増えていくと予測され
る。したがって、中国人、ベトナム人、日本人が所属するチームのように、3 つ以上の文化的背
景を持つ人びとによって構成される「多国籍チーム」もしくは「多文化チーム」(cf. アドラー ,1996)
が数多く形成されることになる。
　多文化チームの数が増える一方で、外国籍メンバーの多くが日本企業で様々な困難を抱え（e.g., 
細萱 , 1992; 林 , 1994; 大崎 , 2006; 石黒 , 2012; 久米 , 2013; 辻 , 2017）、その結果、離職するケース
も報告されている。たとえば、辻（2018）は、国内企業で働く中国人社員 100 名に対してアンケー
トとインタビューを実施し、中国人社員の多くが「終身雇用的な働き方」や「年功序列に基づく
昇進のあり方」を受けいれられていない現状を示している 1）。一方で興味深い点として、中国人

に
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社員のなかには、日本企業におけるコミュニケーションの特徴とされる「上司による大まかな指
示の仕方」や「報告・連絡・相談」、いわゆる「ホウレンソウ」をある程度受けいれ、その意義を
見出している人びとがいる点がある（辻 , 2018）2）。この研究例のように、近年、アジア出身者を
中心に様々な文化を背景とするメンバーが集まる国内多文化チームの現状を様々な切り口で扱う
研究が散見される。
　その他の国内多文化チームに関連する研究の動向としては、まず、元留学生外国人社員の現状
を、「組織社会化」と「異文化適応」という観点から扱った研究（e.g., 横須賀 , 2006; 島田・中原 , 
2014; 宮城・中井 , 2016）、「異文化間葛藤（コンフリクト）」という観点から多文化就労場面にお
ける葛藤の解決方略を調査した研究（e.g., 岡村・文・加賀美 , 2016）、同一の専門を持つメンバー
で構成される機能別の多国籍チームと様々な部署・専門のメンバーが所属するクロスファンク
ショナルチームのメンバーたちが持つ「ダイバーシティの認識」に焦点を当てた研究（e.g., 古川 , 
2012）、日本における高度外国人材の「職業性ストレス」と「メンタルヘルス」を日本人のそれと
比較した研究（李 , 2015）、国内の多文化組織で働く外国人部下（フォロワー）の視点からとらえ
られる日本人上司（リーダー）の問題点を明らかにした研究（石黒 , 2012）、国内の多文化研究チー
ムにおいてコミュニケーション上の大きな問題を生じさせずに、チームを運営していると認識す
る日本人リーダーの認知的志向性の研究（石黒 , 2017a）などがある。
　石黒（2017a）は、日本人リーダーたちのデータ（語り）に基づき、彼らのメンタル・モデルを
構築した（Figure 1）。まず、日本人リーダーたちが認識している帰結として、「コミュニケーショ
ンの問題が少ない状態」（Figure 1 右端）がある。その帰結をもたらす認知的志向性として「移
動性の高い認知」、「寛容型の情動」、「メンバー尊重型の行動」といったプロセスがある（Figure 
1 中央）。

Figure 1. 多文化研究チームを機能させる日本人リーダーの認識世界（石黒 , 2017a, p. 49 より）
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　「制限付きのダイバーシティ促進」（Figure1 左）を背景とし、それら 3 つのプロセスは、外国

籍メンバーの視点から見て「問題」となる「日本的労働環境の壁」（Figure 1 左上）にリーダー

たちが対応し、日本的労働環境の壁と外国籍メンバーとの間にある摩擦を減らす「緩衝体」とし

て相互に関連し機能している。なお、「外国籍メンバーの限定的採用戦略」（Figure 1 左下）は

Figure1 下部の 2 本の矢印（→）が示すように、「コミュニケーションの問題が少ない状態」に寄

与していると考えられる。

　上述した研究動向を踏まえれば、本研究は、石黒（2017a）で示された日本人リーダーの認知

的志向性を次世代へいかに継承するか、という点に焦点を絞った研究として位置づけられ、また、

より広い観点から、世界の研究動向と照らし合わせて考えれば、グローバルリーダーシップ研究（cf. 

Mendenhall et al., 2013）という一大研究領域で扱われているリーダーの「認知的志向性」（cognitive 

orientation）（cf. Levy, Beechler, Taylor, & Deal, 2007) とその継承に関する研究であるといえよう。

したがって、本研究は、日本国内の多文化チームでリーダーを務める日本人が、日々の業務にお

いて、自身を含めチームに所属するメンバーが背景とする文化的多様性に対応しつつ、チームを

円滑に運営するために必要な認知的志向性とその継承のプロセスを扱うものである。

　実践知の継承に関する研究では、「組織が将来に向けて持続・発展していく過程では、うまくリー

ダーシップを発揮できるようになった人が、どのようにして、次世代のリーダーを育むのか、と

いう継承の問題が重要となる」（金井・谷口 , 2012, pp. 60-61）と指摘されている。しかしながら、

国内の多文化チームを対象とし、そこでチームを大きな問題なく運営している日本人リーダーが

リーダーシップを成立させる一つの重要な要件である彼らの認知的志向性に焦点を当てた研究は

少なく、また、その継承に関する研究は管見の限り十分に行われてきたとは言い難い。

　そこで、本研究は、現在リーダーとして多文化チームを比較的問題なく運営できていると認識

している日本人リーダーが、その認知的複雑性を次のリーダーたちへ継承していくうえで重視し

ているプロセスを明らかにし、それを視覚的なモデルとして示すことを目的とする。そのため、

本論文は、「国内で多文化チームを比較的円滑に運営している」と認識する日本人リーダーたちを

対象とし、修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチを用いて、彼らが認知的複雑性を次のリー

ダーたちへ継承していくプロセスについて分析、考察した結果を提示する。

2．研究方法
　研究方法は、前述のとおり、修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（Modified 

Grounded Theory Approach, 以下 M-GTA と表記 , 木下 , 2003）である。M-GTA は、ある特定

の経験をしている集団のメンバーからインタビューなどの手法を用いてデータを収集し、その
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データを一定の手続きに沿って分析、解釈して、その集団のメンバーの経験とその意味、意識や

行動に関する説明モデルを生成するものである。この質的研究法は、「データに密着した分析から

生成される独自の理論」（木下 , 2014, p. 47）を生成し、図式化して示すことができるため、日本

人リーダーたちの認知的志向性とその継承のプロセスについて明らかにし、それをモデルとして

視覚化するうえで有用である。では、本研究における M-GTA を用いた研究プロセスについて以

下に詳説したい。

　M-GTA においては、研究におけるデータ分析の焦点に沿った形で調査協力者たちを「分析焦

点者」（木下 , 2003）として設定する。ややわかりづらいため、例をあげて説明すれば、本研究に

おける分析焦点者は単なる「多文化チームのリーダー」ではなく、「日本国内で活動する多文化チー

ムの運営を比較的スムーズに行うことを可能にする認知的志向性を有し、その認知的志向性を次

のリーダーへ継承しようとしている日本人リーダー」と表現できよう。その継承のプロセスと継

承における要点をモデルとして示そうというのが本稿の試みである。

　調査協力者は、3 万人以上の従業員を抱える某大手企業の研究所（5 名）ならびに営業部（2 名）

において、3 カ国（日本に加え 2 カ国）以上のメンバーが在籍する研究チーム（課長級相当）お

よび営業チームのリーダー（部長）の計 7 名である。本研究は、この 7 名の経験をすべて説明で

きるモデルを構築するというよりは（木下 , 2007）、上述の分析焦点者と類似した特徴と意図を持

つリーダーの経験の意味を理解し、行動を説明・予測するうえで有用なモデルを生成しようとす

るものである。

Table 1
チームの規模と外国籍メンバーの内訳

　データの収集過程は、以下のとおりである。2016 年 2 月中旬から 6 月上旬に、上記 7 名に対し、

60 分から 90 分の半構造化インタビューを複数回実施した（石黒 [2017a] の協力者 5 名に 2 名を加

えた形である）。回数は、A 氏 3 回、B 氏から G 氏がそれぞれ 2 回である。インタビューはすべ

チーム規模 外国籍メンバー数 メンバーの出身国

A 氏（研究） 20～35 名 2 名 ベネズエラ、インド

B 氏（研究） 10～15 名 2 名 中国、アルジェリア

C 氏（研究） 13 名 2 名 中国、インドネシア

D 氏（研究） 15 名 2 名 中国、ドイツ

E 氏（研究） 15 名 2 名 中国、ベトナム

F 氏（営業） 70 名 3 名 中国、レバノン、ロシア

G 氏（営業） 29 名 2 名 韓国、中国、ベトナム

氏 （研究）

氏（研究）

氏 （研究）

氏 （研究）

氏 （研究）

氏（営業）

氏 （営業）

チーム規模 外国籍メンバー数 メンバーの出身国
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て協力者が働く研究所ならびに部署にて行った。インタビューは協力者の許可を得て録音し、す

べて書き起こした。

　一般に、GTA では、理論的サンプリングという観点から、調査協力者の数をこれ以上に増やし

ても、新しい結果が出てこないというところ、いわゆる「理論的飽和」に至るまで協力者を追加

する、というサンプリング法が採用されている。その場合、30 名程度の協力者が必要だとも言わ

れる。しかしながら、本調査の協力者は 7 名という少人数である。その背景にあるサンプリング

のロジックはいかなるものであろうか。本研究が対象とする協力者は、国内多文化チームを比較

的問題なく運営している日本人リーダーという、日本ではその数が少ないと考えられ、母集団が

不明な人びとであり、先行研究で日本人リーダーの問題点が多く指摘されるなかで特異なケース

の人びとであろう。そのような場合、特異なケースに当てはまる人びとを調査協力者として合目

的的に選び、データを収集する「理論的－目的的サンプリング」（シュワント , 2009, pp. 87-88）と「視

点提示型」（西條, 2008, p. 103）研究という2つのロジックに依拠して研究を行うことが可能である。

　理論的 ‐ 目的的サンプリングにおいて「単位となるサンプルは、代表性に従って選出されるの

ではなく、調査課題、分析枠組み、研究の途上で生じる解明なり説明などに対する関連性に従っ

て選出される」（シュワント , 2009, p. 87）。母集団がはっきりせず、まだ研究が進んでいない特徴

的な協力者を扱うため、サンプルの数を増やしてその妥当性を担保する量的・実証主義的な発想

ではなく、特異なケースを生きる人びと、つまり、調査課題と関連性の高い特定の協力者を選択

する形である。

　また、視点提示型研究は「一事例の研究であっても、そこで得られた視点（構造）を通して現

象の見え方が変わるような、よりよい実践につながるような構造（モデル）を構成することがで

きれば、それは『視点提示型の研究』として成功と言える」（西條 , 2008, p. 103）というスタンス

に立つ。国内多文化チームの日本人リーダーが自身の認知的志向性の継承において、何を重視し

て思考しているかという側面について、新しい視点と構造（モデル）を示すことがねらいである。

本研究は、以上のような２つの考え方に基づいている。

　インタビューにおける質問項目は以下のとおりである：

　１）多国籍・多文化であるために起こる問題はありますか。

　２）多文化チームのリーダーとして必要な考え方はありますか。

　３）多文化チームのリーダーとして必要なコミュニケーション・スキルはありますか。

　４）日本社会や組織の文化は多文化チームの運営に影響しますか。

　５）チーム外の周囲からぜひ得たい支援（体制）はありますか。

　６）ご自身の性格と多文化チームの運営はなにかしら関係がありますか。
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これらの質問をし、さらに必要に応じて意味を確認したり、詳細を尋ねたりするようなフォロー

アップ用の質問を随時加えた。

　上記の質問項目から、この調査における当初のねらいが多文化チームで生じる問題やそこで

リーダーが必要とする考え方、スキル、パーソナリティ、組織的支援体制を明らかにすることだっ

たと推察できよう。この調査の軸は、なぜ認知的志向性とその継承というものへ移行したのだろ

うか。 木下（2014）によれば、M-GTA では、「研究テーマ」に加え、「分析テーマ」という概念

がある。分析テーマは、研究者の意図にかかわらず、調査協力者の語り（データ）から立ち上がっ

てくるテーマを指している。本研究では、研究者が意図していた当初のねらいから外れ、想定し

ていたほどの問題点は語られず、問題を起こさないようにしたり、問題に対応したりする語りが

示され、その語りから Figure 1 のような認知的志向性（あるいは認知的複雑性）がモデルとして

示された（石黒 , 2017a）。さらに、同一データから、「認知的志向性の継承プロセス」という別の

分析テーマがボトムアップに立ち上がってきたのである。

　分析は次の手順を踏んだ。データの中から、「ディテールが豊富で多様な具体例がありそうな」

（木下 , 2003, p. 160）協力者 1 名のデータを選択し、それを読み込み、互いに関連があると考えら

れる具体例（バリエーション）を拾い上げ、複数の具体例を包括的に言いあてるような「概念」

を暫定的に生成した。2 人目から最後の７人目まで同様の作業を繰り返し、7 名のデータから概念

を生成した。概念の生成においては、具体例から定義と概念名を立ち上げ、また理論的考察を行

うためのツールである「分析ワークシート」（木下 , 2003, p. 188）を用いた（次頁の Table 2 を参

照のこと）。さらに、複数の関連する概念をもとにより上位の「カテゴリー」を作ったり、概念が

カテゴリーと同様の重要性をもつ場合には、それをカテゴリーへ格上げしたりした。また、複数

のカテゴリーを包摂するプロセス（コア・カテゴリー）を作成し、プロセス間にある関係を図式

化して示した（Figure 2）。

　本研究では、分析ワークシートを用いてバリエーションから概念化をする際に、木下 (2009) が

指摘する「深い解釈」「分厚い記述」を可能にする分野横断的手法として、社会学的研究法である

M-GTA の分析カテゴリーシートのデータを分析・解釈する過程で、談話分析においてデータ分

析に用いられる 4 つの概念を援用した（石黒 , 2017b）。それらは、１）フレーム、2）フッティン

グ、3）コンテクスト化の合図、4）メタメッセージである。
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Table 2
分析ワークシートの例

　フレーム（frame）（Goffman, 1981）は、「各人の経験に基づいて構築されるもので、相手の意

図を推論したり、解釈していく際に使われる社会的・文化知識の枠組み（構造）」（高木 , 2008a, p. 

222）を指す。フレームは、ある場所（e.g., 職場）、場面（e.g., 会議）における参与者（e.g., 上司

や部下）の役割（e.g., 評価する側、評価される側）を伴っている。

　フッティング（footing）は、人々がコミュニケーションにおいてさまざまな言語・非言語行為

を行う際の、自分と相手との関係づけのことである（Goffman, 1981）。

概念名 時間（コンテクスト）の共有

定義 コンテクストとは、場所、場⾯、対⼈関係、共有知識といったものであり、それ
を同じ時空で共有しつつ、リーダーは考え⽅や態度を伝え、フォロワーはそれ
らを学ぶという意識を指す。  

バリエーシ

ョン（具体

例）

事例1 
＊：なんか、こう、人間関係を築くためのコツのようなものはありますか。 
A：うーん。 
＊：たとえば、あの、よく言われるのが、日本人の上司の人は自分のプライベー
トの話をあんまりしないとかですね、そういうことよくあるんですけれど 
A：僕はあのプライベートな話はあんまりしないですけど、飲むのが好きで、部
下をしょっちゅう連れて行っては、まあ、僕、こう言ってはなんですけど、お
しゃべりなので、ずーっとしゃべってんですよね、であの、英語でも、酔っぱら
っても英語でも一応しゃべれるので、えーあの〇〇（中南米の国）の方とか〇〇
（南アジアの国）の方とかとは、英語でべらべらべらべらどんなことを考えて
いるかとか、どんな仕事をしてきたかとか、これから何をしようと思っている
のかとかひたすらしゃべっています。 
＊：へーえ。じゃなんか、自分のビジョンみたいなものをなんかうまく共有でき
てるというか 
A：だといいなと思いますけど。（RP１、A 氏）

事例2 
＊：ご自身が、自分の日本人部下、将来上司になるだろう人、そういう人を育て
るときに、そういうことをさせたりすることはございますか。 
A：ええと、まあ幸いにも、あの私のところにはいろいろな事故の対応依頼が来
るんですね。社外でお客さんのところでトラブルが起こっていると駆けつけて
くれと。まあ 1 年に 1 個か 2 個ひどいのがくるので、で、それには、積極的に
優秀な子を連れて行くようにしています。 
＊：うーん。 
A：そういうこと、そういう修羅場をくぐるなかで、そういうのを楽しめる人を
見いだしていくというのもありますし、そういうのを楽しめるマインドセット
を身につけてもらうっていう意図があるんですけど。 
＊：うーん。 
A：そういうのを楽しめない人はつらいですよね。（RP1、A 氏）

（その他の事例は省略） 

理論的メモ 実践知の研究において、親リーダーが子リーダー（次のリーダー）と行動を共に
し、そのなかで子リーダーが親リーダーの薫陶を受けることが重要と説明され
ていることと符合する。

概念名 時間 （コンテクスト）の共有

定義

バリエーシ

ョン（具体

例）

部
下をしよっちゅう連れて行っては、まあ、僕、こう言ってはなんですけど、お
しゃべりなので、ず一つと しゃべってんですよね

どんなことを考えて
いるかとか、どんな仕事をしてきたかとか、 これから何をしようと思っている
のかとかひたすらしゃべっています

それには、積極的に
優秀な子を連れて行くようにしています

理論的メモ
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　コンテクスト化の合図（contextualization cues）（Gumperz, 1982）とは「場面における話し手

の発話を聞き手が解釈するうえで手がかりとする言語・非言語的伝達記号」（井出 , 2003, p. 223）

のことであり、通例、複数の言語、非言語記号が共起して解釈の土台となるものである。例として、

おじぎや正座といった非言語記号がある場面で共起した場合、その場が日本的な文化的コンテク

ストであることをその場の参与者に想起させ、そのコンテクストのなかで参与者が解釈をするこ

とを促す。

　メタ・メッセージ（meta-message）は、meta-communication（Bateson,1972）に由来し、「言

葉の命題的情報ではなく、言外に伝え合う、会話の参与者・状況・内容に対する態度、立場、視

点などについての社会的意味を指す」（高木 , 2008b, p. 237）。たとえば、日本人がある取引におい

て「それはちょっと難しい」といえば、日本の言語文化フレームに依拠して考えると、その社会

的意味は、「断り」といった意味内容を暗示する。

　これらの概念を分析に介在させ、言語データの背景にある、文化、社会関係、アイデンティティ

を浮かび上がらせようと試みた。以上のような領域横断的手法を用いて、分析・解釈を行った。

では、その結果を次に示したい。

3．調査結果
　次頁の Figure 2 上部（太枠）が示すように、多文化チームの日本人リーダーが自身の認知的志
向性を次世代へ継承していくうえで、大きく 3 つのプロセス、すなわち、「継承促進のプロセス」、

「意識の持ち方」ならびに「目指すべき実践」がある。日本人リーダーは「継承促進のプロセス」
を経験しながら、　特定の「意識の持ち方」を醸成し、その過程で「目指すべき実践」を行う意識
を持つに至る。この 3 つのプロセスが「次世代への認知的志向性の継承」につながるのである。
　まず、「継承促進のプロセス」は、現リーダーの認知的複雑性を次のリーダーへ伝える、もしくは、
次のリーダーが現リーダーからその認知的複雑性を学ぶプロセスを指す。そのプロセスは、「制度
的な継承ツールの活用」、「個々の実践を通じて学ぶ・伝える」、さらには「寛容型の情動」で構成
される。「寛容型の情動」は Figure １にも示されたカテゴリーで、認知的複雑性を支える情動面
の特徴である 3）。継承促進のプロセスのなかで、制度的なツールや個々の実践を介し、現リーダー
から次のリーダーへ様々な状況における対応の仕方がその情動面・態度も含めて伝えらえる。

「制度的な継承ツールの活用」は「フィードバック媒体」と「知識供与型研修」で構成される。「フィー
ドバック媒体」は、上司からフィードバックを得ながら、多文化チームを率いるうえで必要なマ
ネジメントとリーダーシップのあり方を体験する機会を提供するツールを指し、上司との 1 対 1
の定期面談、上司に提出する定期レポート、メンター制度などがある。こうした媒体を通じて、
直属の上司、階層がさらに上の上司、または別の部署の上司の薫陶を受けることができる。「知識
供与型研修」は、ダイバーシティ研修、リーダーシップ研修、ファシリテーション研修といった
多様なメンバーを率いていくうえで必要と考えられる知識を得られる研修を指す。
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　「継承促進のプロセス」のカテゴリーとして「個々の実践を通じて学ぶ・伝える」がある。これは、
2 つの概念で構成され、まず、チーム内外のリーダーもしくはメンターの言語・非言語行為から
多文化チームの運営に必要なことを実際の業務を通じて学ぶ意識を持っていることを指す「他の
リーダーの行為から学ぶ」がある。例として「自分がチームの一員だったときのリーダーがやっ
ていたのを見て学んだ」（Ｃ氏）という発言があった。さらに、リーダーがフォロワー（次のリー
ダー）とコンテクスト（場所、場面、対人関係、共有知識）を同じ時空で共有しつつ、リーダー
は考え方や態度を伝え、フォロワーはそれらを学ぶという意識を指す「時間（コンテクスト）の
共有」がある。リーダーは、時間を共有しつつ、持論（Tichy & Cohen, 1997）の言語化とその共
有を行うことがある（Table 2 を参照）。リーダーがやってみせて、また持論を語りつつ、リーダー
としてのあり方を継承する形といえよう。前述の「制度的な継承ツールの活用」と「個々の実践
を通じて学ぶ・伝える」は互いに関連しており、前者によって後者を実践する機会が生じ、また、
後者により前者が充実する可能性がある。

Figure 2. 国内多文化チームにおける日本人リーダーの認知的志向性の継承モデル

　次に、2 つ目のプロセス（コア・カテゴリー）である「意識の持ち方」とは、多文化チームのリーダー
として重視すべき志向性の束を指す。その構成要素として、まず、「外国籍社員の離職」があり、リー
ダーは、一見馴染んでいるように見えても突然辞めてしまう外国籍社員の存在を意識している。
また、離職の背景にある自社、日本人、日本社会のあり方を批判的に相対化し、強い危機感を持っ
ている。「危機感」は、「外国籍社員の離職」に加え、業界や社会の世界的動向、世界における自
社の位置づけを相対的に把握しているために生まれる。変化が激しいことがあたりまえ（常態）
であるという考え方（「変化＝常態」）をし、変化に対応しようとする意識が高い。さらに、個人（ミ
クロ）、組織（メゾ）、業界・社会（マクロ）を理解する際に、様々なことに関心を向ける「好奇
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心の発動」があり、そのうえで「背景を読む」意識が高く、背景を読むことで、個人、組織、業界・
社会にうまく対応していこうとする。こうした「意識の持ち方」を可能にするのが、様々な観点
に視点を移動して多面的に考えることを可能にする「移動性の高い認知」である。Figure 1 が示
すように、移動性の高い認知の基盤には、「多様性に関する豊富な知識と経験」がある。
　最後に、「目指すべき実践」とは、多文化チームのメンバーが職場に自分の居場所があり、また、
職場に魅力を感じるような実践を行う意識を指す。まず、「居場所づくり」とは、リーダーが、外
国籍メンバーを含めたすべてのメンバーの目的、立場、文化を尊重し、メンバーが自身の「居場所」
があると認識できるような機会をつくる実践を行なうことである。メンバーが疎外感を持たない
ように、リーダーからメンバーに近づき、声をかけたり、メンバー同士がコミュニケーションを
とれる機会を設定したりする実践である。
　ただし、リーダーたちは、現在、それだけでは、外国籍メンバーは離職してしまう可能性があ
るという考え（危機感）を持っており、「居場所づくり」以上に、外国籍メンバーが何かしら魅力
を感じる職場づくりを行っている。これが「魅力的な職場の生成」である。たとえば、「仕事の
イベント化」（Figure 1）という実践があり、会議をする場所を通常の場所から某有名ビルの最上
階へ変更したという例がある。また、日本人メンバーたちが職場で作り出す「真面目すぎる」雰
囲気を変えるために、業務中に皆でアイスを食べに行く、といった行動をとり、リラックスした
雰囲気を演出し、多文化なメンバーに魅力を感じてもらう工夫をしているリーダーもいた。もち
ろん、外国籍メンバーのニーズ（例：新しいソフトの使い方を学びたい）にこたえるような仕事
をできる範囲で割り当てるような意識もある（Figure 1 の「仕事と個人の組み合わせへの配慮」）。
こうしたメンバー個人を尊重する考え方と行動がベースにある。
　以上のように、「継承促進のプロセス」で、次のリーダーが現リーダーからチームの運営とそれ
に必要な認知的志向性について学び、また、現リーダーが次世代のリーダーへそれを伝える。また、
学び・伝える際の「意識の持ち方」があり、そのような意識を持ちつつ「目指すべき実践」を具
体化していく。こうした３つのプロセスが経験されることで、「次世代への認知的志向性の継承」
が達成される。

4．考察
　本研究では、国内の多文化チームにおける日本人リーダーがリーダーとしてチームをうまく運
営することを可能にする認知的志向性を次世代へ継承するうえで介在する 3 つのプロセス、すな
わち、「継承促進のプロセス」、「意識の持ち方」、「目指すべき実践」を示した。様々な組織のリー
ダーが参照し、転用して活用できる程度に抽象化したモデルとして図式化したため、当該モデル
は、日本で増えつつある多文化チームのリーダーたちが自身の認知的志向性を継承するうえで必
要な視点、プロセスについて客観的に分析・考察するツールとなりうる。
　「継承促進プロセス」では、「個々の実践を通じて学ぶ・伝える」が様々な組織で行われている
と考えられるが、個人の意思が尊重される傾向が強い現代において、リーダーとメンバーが行動
を共にする「時間（コンテクスト）の共有」がはたしてどこまで意識されているだろうか。その
意味で、　リーダーとメンバーの「時間（コンテクスト）の共有」を促す制度的なツールの「フィー
ドバック媒体」は重要であろう。また、一般に、制度的なツールとしての「知識供与型研修」が
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豊富に提供されるのは大手企業である傾向が強く、中小企業では十分に提供されていないことが
多いのが現状であろう。こうした現状を踏まえ、研修は、大学などの外部機関の専門家の協力を
得て安価な形で実践できることが望ましい。
　「意識の持ち方」では、個人、組織、業界・社会の「背景を読む」という視点が示されたが、外
国籍メンバーを次世代リーダーとして位置付けるとき、日本の組織に特徴的な言語化が十分にさ
れない高コンテクスト文化環境のなかで、日本人という他者の背景を読む方法を次世代の外国籍
リーダーへ伝えていくのは容易ではないと考えられる。日本的労働環境で活動する多文化チーム
のリーダーとなるには、日本的な間接的コミュニケーションのあり方にも精通する必要がある。
次のリーダーが外国籍メンバーの場合、その点にも意識を置くべきであろう。この考え方は、外
国籍メンバーの日本文化への同化を促すというよりは、外国籍のリーダー候補が日本的文化環境
のなかで有効なコミュニケーションのレパートリーを獲得し、すぐには変わらない文化環境に必
要に応じて対処するためのものである。今回のモデルには、日本的文化環境の影響とそこで支配
的なコミュニケーションへの対応については明示されていない点で限界がある。そのため、そう
した点にも言及している「多文化チームを機能させる日本人リーダーの認識世界」モデル（Figure 1）
と併せて用いたい。
　さらに、「目指すべき実践」では、近年、様々な研究で言及されはじめた「居場所づくり」（e.g.,
落合 , 2011）に加え、「魅力的な職場の生成」というカテゴリーを示した点は評価できよう。外国
籍社員の離職を減じ、定着率を高めるには、現在ある組織の制約のなかで、なんらかの魅力の生
成が欠かせない。国家間でも外国人材の争奪戦が激化するなかで、この視点は、企業における人
材の獲得や定着という点で今後益々重要なものとなると言えるだろう。

5．結語
　本論文の目的は、現在、リーダーとして多文化チームを比較的問題なく運営できていると認
識している日本人リーダーが、その認知的複雑性を次のリーダーたちへ継承していくうえで重
視しているプロセスを明らかにし、それを視覚的なモデルとして示すことであった。実際には、
Figure 1 で示されている現リーダーの「寛容型の情動」「移動性の高い認知」「メンバー尊重型の
行動」が継承のプロセスに介在することで、Figure 2 で示した次のリーダーにとって必要な認知
的志向性が継承されていくと考えられる。上述のようなプロセス・モデルは、現リーダーがいか
に次のリーダーへ認知的志向性を継承できるか、という問いに答え、制度的あるいは個人的な取
り組みを具体的に考えるうえで、示唆的なものになるだろう。日本における多文化チームとその
リーダーの研究はまだまだ萌芽期であるといえる。今後さらに研究を進め、より説明力が高いモ
デルへと改良していきたい。
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注 
1） 細萱（1992）では、国内日本企業における多国籍ホワイトカラー社員を対象に研究が行われ、終身雇用や年功序列といっ

た制度を前提とし、「昇進の可能性」が見えづらい、とする社員の不満について言及されている。90 年代に行われた研究

で示された異文化摩擦の問題が 2020 年を間近にする今日でも認識されていると言えるだろう。これに関連して、李（2015）

でも高度外国人材労働者と企業側との間にあるキャリアパスへの認識の差がある、という問題が指摘されている。

2）このような適応を同化圧力による結果と解釈する立場がある。一方、辻（2018）では、中国人社員が日本の文化を取り入れ、

創造的な異文化間のシナジー（相乗効果）を生んだ結果であると述べている。

3）「冷静さ」と「楽しむ・面白くするメンタリティ」を備え、その結果、「現状に対応する力」をもたらす情動的特徴である。
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